
 

 
 

目次 

政策課題分析シリ－ズ 22 

特別定額給付金が家計消費に与えた影響 

－リアルタイムに記録される家計簿アプリデータを活用した分析－ 

 

Ⅰ．はじめに, ................................................................ 1 

１．分析の目的 ............................................................ 1 

２．分析の対象となる給付金事業の概要 ....................................... 2 

３．先行研究と議論の整理 ................................................... 2 

（１）理論的枠組みと先行研究 ............................................. 2 

（２）本稿における分析の方向性 ........................................... 4 

Ⅱ．分析 .................................................................... 6 

１．家計簿アプリデータの性質 ............................................... 6 

２．家計簿アプリデータによる分析 ........................................... 7 

３．家計調査の調査票情報による結果との比較 ................................. 9 

４．所得区分別の消費増加効果 .............................................. 12 

Ⅲ．終わりに ............................................................... 14 

１．主な分析結果のまとめ .................................................. 14 

２．政策の効果分析への評価と今後の課題 .................................... 14 

補論 内閣府における家計簿アプリデータ活用に向けた取組 ...................... 16 

参考文献 ................................................................... 20 

付表・付図 ................................................................. 22 

 

 



 

1 
 

Ⅰ．はじめに 1,2 

 
１．分析の目的 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大とそれに伴う人為的な経済活動の抑制は、多くの

人々の暮らしや生業に影響を与えた。こうした中、家計や事業者の支援のため、累次の経済

対策が講じられてきた。そのうち、2020 年５月以降に支給された「特別定額給付金」3は、

全ての世帯への給付事業であった。 
特別定額給付金は、緊急事態宣言の下、外出自粛などが求められる中、簡素な仕組みで迅

速かつ的確な家計への支援として実施されたものであり、必ずしも消費喚起を直接の目的

としたものではなかったが、給付金を受け取った家計が、一定の期間（ここでは支給５週間

前から支給 10 週間後まで 4）、どのような消費行動をとったのかを検証することは、政府が

進める「証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）」の取組にも貢献する観点から重要である。そ

うした問題意識から、本稿においては、家計簿アプリデータを用いて、特別定額給付金によ

る一時的な消費増加効果を推計することとした。 
家計簿アプリデータは、実際に家計簿を記録してもらうアンケート形式による調査と異

なり、家計の収入・支出がリアルタイムでかつ両者が一体的・網羅的に記録される点など優

れた特徴を有する一方、年齢など利用者の属性の偏りや利用者によるアプリ活用状況のば

らつきなどの課題もある（小林・鈴木（2022）、小林・鈴木（2023））。我が国において、同

データを政策効果分析などに活用する取組が進んでいるとはいえない状況にあるが、豊富

なサンプル数と粒度の細かさを活かすことができれば、ＥＢＰＭへの貢献が期待される。こ

のように、本稿における分析は、先駆的な取組であり、公的統計である総務省「家計調査」

の調査票情報を活用した分析も併せて行うことで、それを参照しながら、同データの政策効

果分析における有用性についても確認する。 
                                                   

1 本稿は内閣府全体の公式見解を示すものではなく、文中に残された誤りは内閣府政策統括官（経済財政

分析担当）付参事官（企画担当）の責に帰するものである。なお、本稿の執筆は、吉中孝（政策統括官

（経済財政分析担当）付参事官（企画担当））、鈴木源一朗（前内閣府政策統括官（経済財政分析担当）付

参事官（総括担当）付参事官補佐、現日本銀行調査統計局企画役補佐）、小林周平（内閣府政策統括官（経

済財政分析担当）付参事官（企画担当）付政策企画専門職）が担当した。 
2 本稿の内、家計簿アプリデータによる分析については、「令和３年度『リアルタイムデータを活用した経

済動向分析（家計簿アプリデータ活用）』」事業及び「令和４年度『家計簿アプリのビッグデータを一層

活用した新たな分析手法の開発』」事業（いずれも株式会社三菱総合研究所への委託調査）において行っ

た。 これらの事業の詳細は補論を参照。令和３年度事業においては、有識者によって構成される研究会

を開催し貴重な意見をいただいた。研究会構成員は、東京大学大学院経済学研究科教授の渡辺努氏（座

長）、京都大学経済研究所教授の宇南山卓氏、株式会社ニッセイ基礎研究所生活研究部上席研究員の久我

尚子氏、国立情報学研究所情報社会相関研究系准教授の水野貴之氏。また、令和４年度事業においては、

京都大学経済研究所教授の宇南山卓氏、慶應義塾大学経済学部教授の星野崇宏氏、横浜市立大学大学院

国際マネジメント研究科教授の中園善行氏から有益なコメントをいただいた。記して感謝申し上げる。 
3 令和２年度補正予算の給付事業費 12 兆 7344 億円。一人当たり 10 万円。 
4 実際の給付時期は家計により異なるため、カレンダー上のある特定の期間を対象としたわけではないこ

とに留意。 
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２．分析の対象となる給付金事業の概要 

コロナ禍では、家計や事業者を対象に様々な支援策が講じられた。本稿で分析の対象とす

る特別定額給付金事業 5は、緊急事態宣言の下、外出自粛などが求められる中における、簡

素な仕組みで迅速かつ的確な家計への支援として「新型コロナウイルス感染症緊急経済対

策」6において盛り込まれ、令和２年度第一次補正予算として措置された（給付事業費約 12.7
兆円 7）。給付額は一人当たり一律 10 万円であり、各市区町村から、申請のあった世帯主の

銀行口座等に世帯全員分の金額が支給された。支給時期は市区町村によって異なるが、2020
年５月以降、順次申請が開始され、10 月末までに全ての自治体で申請が締め切られた。2020
年度末までの集計で各市区町村における給付予定金額の 99.7％が執行されており（総務省

自治行政局地域政策課（2022））、対象者のほぼ全員に支給されたと考えられる。執行ペー

スをみると、支給タイミングは６・７月に集中していることがうかがえる（図表１－２－１）。 
 

（図表１－２－１ 特別定額給付金の支給状況） 

 
（備考）総務省自治行政局地域政策課（2022）により作成。 

 
３．先行研究と議論の整理 

 
（１）理論的枠組みと先行研究 

家計消費に関する考え方の一つとして、家計が生涯所得に基づいて消費行動を決定する

という「恒常所得仮説＝ライフサイクル仮説」がある。これによれば、給付金のような一時

的な所得増加は生涯所得に対してわずかなものなので、給付金の消費押し上げ効果はほと

                                                   
5 特別定額給付金事業の詳細については、総務省「特別定額給付金(新型コロナウイルス感染症緊急経済対

策関連)」（https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/gyoumukanri_sonota/covid-19/kyufukin.html）など

を参照。 
6 令和２年４月 20 日閣議決定。 
7 このほかに事務費約 1459 億円。 
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んど存在しないとされる。他方、この恒常所得仮説＝ライフサイクル仮説は、家計が生涯所

得に対応する消費を可能とするために、必要に応じて借入が自由に行えることが前提とな

っているが、現実にはそうした柔軟な借入を行うことが困難な（流動性制約に直面している）

家計がある。そうした家計は、その時々の手許資金の範囲内での消費行動をとることになる。

また、流動性制約に直面していない家計であっても、将来の労働所得の不確実性のため、備

えとしてライフサイクル仮説を逸脱して予備的貯蓄を保有している可能性があるほか、家

計の消費支出が必ずしも常に合理的になされるわけはなく、将来にわたる最適な消費計画

のとおりになされない可能性もある。こうした家計では、予期された一時的な収入変動に対

しても、消費行動を変化させると考えられる。こうした変化の度合いは、家計への直接的な

給付という政府の支援策の効果を評価する上で関心を集めており、その一つの尺度として、

家計の限界消費性向（Marginal Propensity to Consume、以下「ＭＰＣ」という。）の計測

を始めとする実証分析がこれまで国内外で広く行われてきた。 
家計への直接の給付金による消費増加効果 8は、従来、家計向けのアンケート調査等を用

いた計測がなされてきた 9。他方、こうしたアンケートを用いた調査による結果は、あくま

で回答者の事後的な記憶に基づいて、実際の消費支出とはラグをもってなされるものであ

り、例えば給付金による消費の増加が他の消費を代替していた場合の影響等が十分に加味

できていない可能性も考えられる。そこで、近年、家計の消費が家計簿の形で記録されたマ

イクロデータを活用した分析が用いられるようになっている。マイクロデータを利用した

分析においては、給付金支給の影響を受けた処置群と、その影響を受けていない対照群を区

別することが重要であり、差の差法（Difference in Difference、以下「ＤＩＤ」という。）

などにより、実質的な政策効果の消費動向を抽出し、より適切なＭＰＣを計測することが可

能となる。 
これまで家計向け給付金のＭＰＣを計測する際に多くの先行研究で利用されているのが、

支給タイミングのずれを利用して処置群と対照群を識別し、消費増加効果を析出する手法

である。自然実験により、早く受け取ることができた者の消費行動と、遅くまで受け取るこ

とができなかった者の消費行動とを比較して、その差から実質的な消費動向の変化をみる

ものである。Kaneda et al. (2021) 、Hattori et al. (2021) 、Kubota et al. (2021) は、い

ずれも、市区町村の行政事務上の理由によって特別定額給付金の支給タイミングにばらつ

きが生じた状況を利用し、実質的なＭＰＣを計測した。そのうち Kaneda et al. (2021) は、

家計簿アプリデータを用い、特別定額給付金の支給から６週間を対象として、全体平均で、

                                                   
8 本稿では、給付金の支給額のうちの消費支出に回った割合のことを指し、ＭＰＣと同じ意味を表す。 
9 経済企画庁（1999）では、地域振興券事業（1999 年。15 歳以下の児童が属する世帯の世帯主（児童一人

当たり２万円）や老齢福祉年金受給者等（２万円）に発行自治体内のみで使用できる地域振興券が配布

された。）について、アンケート調査を基に消費増加効果を計測し、支給額の 32％程度に相当する効果が

あったと指摘している。また、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2010）では、定額給付金事業

（2009 年。65 歳以上及び 18 歳以下の者については一人当たり２万円、その他の者については一人当た

り１万 2,000 円が支給された。）について、同様にアンケート調査を基に、消費増加効果が 33％程度で

あったと報告している。 
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当該期間における給付金のＭＰＣが６～27％（ベースラインケースでは 16％）であったと

推計している。また、Hattori et al. (2021) は、家計調査の県庁所在地・政令指定都市別の

集計データを用いてＤＩＤによって分析を行い、支給月の給付金のＭＰＣはおおむね 10％
程度と報告している。Kubota et al. (2021) は、銀行口座データを用いて、給付後６週間を

対象とした給付金のＭＰＣを 50％程度と推計したほか、Ueda (2023) は、特別定額給付金

と子育て世帯への臨時特別給付を含む 2020～22 年における給付金を対象に、銀行口座デー

タを用いた分析を行い、支給週におけるＭＰＣを 20％程度と推計した 10,11。 
また、海外においても、新型コロナウイルス感染症の拡大以降に支給された政府による給

付金に関する分析では、支給タイミングのばらつきを利用したものが多い。中でも、アメリ

カ 12を対象とした研究は多く行われ 13、Baker et al. (2020)は、家計簿アプリの日次の消費

支出データを利用して、給付後 1 週間を対象に、給付金のＭＰＣを 25～40％と推計してい

る。Parker et al. (2022) は、公的統計（Consumer Expenditure Survey）を利用して、３

回にわたる給付の効果を分析し、１回目の給付後３カ月間を対象とした給付金のＭＰＣは

23％、２回目では 25％となったが、３回目は 1.5％で統計的に有意に推計されなかったと

される 14。 
 

（２）本稿における分析の方向性 

こうした先行研究を参考に、本稿では、リアルタイムで把握できる家計簿アプリデータを

利用して、特別定額給付金による消費増加効果を計測することを試みた。その際、給付金の

受取タイミングとその給付額及びその後の消費動向をまとめて把握する必要があるが、一

家計当たりの収入・支出をリアルタイムで、一体的にパネルデータとして把握できる家計簿

アプリデータは、こうした用途に適したデータであるといえる。また、同データは、家計の

受取、支払が明細単位で自動的に記録されるため、各取引が行われた日付や金額などに関す

る決済に基づく情報が得られ、給付の対象者と非対象者を区別する際の重要な手掛かりと

                                                   
10 ここで紹介した Kubota et al. (2021) や Ueda (2023) では、ＡＴＭでの現金の引出しや口座振替等も含

めて消費支出と見なしている点に留意が必要。 
11 このほか、2009 年の定額給付金についても、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2012）において

も、支給タイミングのずれを利用したＤＩＤにより、分析が行われており、支給月に支給額の８％程度、

受給前月から受給２カ月後までの累積で 25％程度に相当する効果があったと推計している。 
12 アメリカでは、2020、2021 年に一定の所得を下回る世帯への給付が３回にわたって支給された。所得

制限内でも、所得が高いと支給額が減少する。 
13 本文で紹介したほかに、Karger and Rajan (2020)、Cooper and Olivei (2021) など。 
14 アメリカ以外を対象とした、一定期間における給付金のＭＰＣの分析についてもいくつか紹介したい。

Goldfayn-Frank and Lewis(2022)は、ドイツにおいて３回にわたって支給された子育て世帯向け給付金

について、スキャナーデータを用いて分析しており、ＭＰＣは１回目の給付は12％程度と推計されたが、

２回目以降は有意な結果が得られなかったと報告している。クレジットカードデータを用いてＭＰＣを

計測した Kim et al. (2023) は、支給タイミング以外の手法でＭＰＣを計測している。韓国では、給付が

クレジットカードへの登録などの形式で行われ、支出先に居住地域内などといった制限が付されていた。

この性質を利用して、ソウル市内での支払額についてソウル市民を処置群として分析を行い、給付に対

するＭＰＣは 24％程度であったと推計している。 
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なるなど、アンケート調査や家計調査等の調査票からは得られない有益な情報を有する。分

析手法としては、先行研究に倣い、支給タイミングのずれを利用することとする。 
家計簿アプリデータは、先述した優れた性質を有しているが、小林・鈴木（2022）、小林・

鈴木（2023）のとおり、推計結果にバイアスが生じている可能性がある 15。そのため本稿

では、特別定額給付金については、公的統計である家計調査の調査票情報から得られる収入

及び支出に関するデータを用いた分析についても、比較のために行うことで、今回の家計簿

アプリデータから得られる分析結果の頑健性を確認し、政策効果分析における家計簿アプ

リデータの有用性を検証する。 
  

                                                   
15 実際、公的統計を用いてアメリカにおいて給付金のＭＰＣを計測した Parker et al. (2022) においても、

家計簿アプリデータを利用した Baker et al. (2020) の分析結果に対して、家計簿アプリの利用者が臨時

収入への反応が大きい層に偏っていることが結果に影響を及ぼしている可能性があると指摘している。 
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Ⅱ．分析 

 
１．家計簿アプリデータの性質 16 

家計簿アプリは、利用者が保有する銀行口座やクレジットカード、電子マネー等を用いた

取引をリアルタイムで記録、集約し、パソコンやスマートフォンの画面上で分かりやすく表

示することで、家計の資産や出納の管理をサポートするアプリケーションである 17。こうし

た家計簿アプリの運営を通じて蓄積される家計簿アプリデータは、利用者が行った取引に

関するフロー面のデータ（取引の摘要、日時、収入や支出など）が含まれる。また、一口座

の記録に限定されず、家計が利用する口座をまとめた、全体としての収入や支出の双方が記

録され、それを時系列でフォローできる特徴がある。他方、実際の分析に用いるに当たって

は、「費目分類の正確性 18」、「サンプルの代表性 19」、「アプリへの口座連携の十分性 20」な

どの課題がある。 
今般、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）は、家計簿アプリデータを経済動向の把握

や政策課題の分析に活用する際の一般的な課題を明らかにするために、「令和３年度『リア

ルタイムデータを活用した経済動向分析（家計簿アプリデータ活用）』」事業及び「令和４年

度『家計簿アプリのビッグデータを一層活用した新たな分析手法の開発』」事業 21を実施し

た。この中で、できる限り適切とされる条件によりサンプルを絞り込むことなどを通じ、家

計の収入や消費支出について公的統計と比較しても妥当な集計値が得られることを明らか

にしている（小林・鈴木（2022）、小林・鈴木（2023））。家計簿アプリデータを用いた今回

の給付金の効果分析は、そうした検証を前提に行ったものである。 
今回の分析に利用した家計簿アプリは、個人資産管理アプリの代表的なものの一つとさ

れる「Moneytree」である 22。当該データについて、個人を特定できない統計データへの処

                                                   
16 家計簿アプリデータの有用性、実用上の課題及びそれらへの対処方法については、小林・鈴木（2022）、
小林・鈴木（2023）においてまとめられている。概要については補論を参照。 

17 スマートフォンユーザー向けアプリ情報メディア「Appliv（アプリヴ）」による 10～50 代の男女 615 人

を対象にした 2023 年 2 月 10 日～4 月 23 日の期間の家計簿アプリの利用状況に関するアンケート調査

の結果によれば、家計簿をつけている人が全体の 46.0％、そのうち、記録方法として「家計簿アプリ」

を用いている人は 41.0％とされることから、同世代全体の２割弱程度が家計簿アプリを用いているとさ

れる。 
18 家計簿アプリに記録される取引がどの程度正確に、家計の収入や消費支出などの指標に分類されている

のか。 
19 家計簿アプリ利用者が我が国の家計全体を代表しているといえるのか。 
20 家計簿アプリに紐付けられた口座のみからその家計の収支の全体像をどこまで捉えられるか。 
21 いずれも株式会社三菱総合研究所への委託調査。詳細は補論を参照。 
22  内閣府において定めていた要件を満たす家計簿アプリ事業者として選定した。家計簿アプリの

Moneytree は、国内の金融機関の口座や電子マネー、ポイントカードなどのサービスと連携が可能であ

るとされ、資金の受取、支払の動向が取引に応じて自動的に記録される。同社によれば、2023 年３月現

在で 550 万人の利用者がいるとされる。なお、性別、年齢を始め、属性情報については紐付けがなされ

ていない。その選定要件などの内容の詳細については、補論を参照。 
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理等は、マネーツリー株式会社が個人情報等を適切に管理した上で実施された 23。 
家計簿アプリデータについては、外れ値を取り除く前処理や費目の分類、口座連携の十分

性の低い利用者を除外する処理を行った 24。その際、消費支出については、事業者カテゴリ

ー25から、消費支出であると明らかな取引に加え、ＡＴＭ引出し（現金で支出されると想定

される分）を加えた定義 26を採用した。その上で、小林・鈴木（2022）で明らかにしたよう

に、全体の分布をみると、世帯主が高齢者の世帯割合が我が国の世帯分布と比べて小さく、

若年層に集中していること、また、高所得者層が比較的多いことで、収入や消費支出の集計

値に影響を与えている可能性がある 27。これらの特性にも十分注意しつつ分析を進める必

要がある。 
本稿では、我が国の先行研究に倣い、週次のパネルデータを構築し、分析を行う 28。分析

対象としたサンプルの週当たりの収入、消費支出をみると、2019～21 年度の平均でそれぞ

れ 11.8 万円、9.0 万円となり、公的統計での手取り収入、消費支出の週当たり換算額（9.9
万円、6.3 万円）29より、水準としては比較的高い傾向がみられる。このようにサンプルが

全体として高所得層に偏っている可能性があるが、推移・変化に注目すれば一定の妥当性が

あると想定され（小林・鈴木（2023））、消費増加の計測における直接的な効果は軽微と考え

られる。 
 
２．家計簿アプリデータによる分析 

給付金の効果を分析するに当たっては、給付金が支給された家計とそのタイミングを正

確に識別することが重要である。ここでは、同様に家計簿アプリデータを用いた研究事例で

ある Kaneda et al. (2021) なども参考に、摘要欄 30の記載に従って給付金支給の明細を抽

出する 31。これによれば、特別定額給付金の支給日は、2020 年５月下旬から７月上旬にか

                                                   
23 なお、本事業においては、家計簿アプリの一部利用者へのアンケート調査により、利用者属性が紐づい

たデータセット（属性付きデータセット）を構築した。詳細は補論を参照。 
24 これらの処理の概略については付表１～３を参照。 
25 Moneytree 独自の費目分類「Moneytree Category List」のこと。受取、支払については自動的に「給

料」、「食費」といったカテゴリーに分類される。 
26 消費支出の定義としては、①：事業者カテゴリーから明らかに消費支出に分類可能なものに限定した定

義、②：①にＡＴＭ引出しを加えた定義、③：②に振替など消費支出を一部含むと考えられる事業者カ

テゴリーを加えた定義、を検討した結果、②の妥当性が高いと評価し、本稿でもこれを用いることとし

た。これら定義間の比較については小林・鈴木（2022）、小林・鈴木（2023）を参照。 
27 また、集計に与える影響は小さいと考えられるが、地域的には関東地方在住者が多い特徴もある。 
28 このほか、分析に当たっては、2019 年４月から 2022 年４月までの期間に、収入あるいは消費支出が記

録されていない月があるサンプルを除外した。また、変動の大きいサンプルの影響を取り除くために、

収入、消費支出のサンプル内での分散が上位 10％になったサンプルを除外した。 
29 総世帯の内、勤労者世帯。収入は総務省「家計調査」により、手取り収入に相当すると考えられる、「実

収入」から「勤労所得税」、「個人住民税」、「社会保険料」を差し引いた額を算出。消費支出は総務省「世

帯消費動向指数」による。 
30 取引に関する説明の情報（文字データ）。 
31 具体的には、特別定額給付金は 2020 年５～８月に「トクベツ」、「テイガク」、「キュウフ」、「キユウフ」

のいずれかを含む明細（ただし、「テイガクジドウニュウキン」は除く。）で 100 万円未満の 10 万円の倍

数の金額の受取を抽出する。該当する明細が複数日に記録されている場合は除外した。100 万円未満と
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けて分散していることが確認できる（図表２－２－１）。 
前章で述べたように、支給タイミングが受給者の属性と無関係にばらついている場合に

は、タイミングのずれを利用して給付金による消費増加効果を計測する手法が一般的であ

り、特別定額給付金については先行研究と同様、この手法により計測を行う。具体的には、

Kaneda et al. (2021) を参考に分析を行った。その定式化は、以下のとおりである。 

𝐶𝐶𝑖𝑖,𝑡𝑡 = � 𝛾𝛾𝑘𝑘�𝑃𝑃𝑖𝑖 × 𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑘𝑘 �
𝑡𝑡

𝑘𝑘=𝑡𝑡
𝑘𝑘≠−1

+ 𝛾𝛾𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜�𝑃𝑃𝑖𝑖 × 𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖 + 𝑢𝑢𝑡𝑡 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑡𝑡 （１） 

ここで、𝐶𝐶𝑖𝑖,𝑡𝑡は家計𝑖𝑖、週𝑡𝑡の消費支出を示す。また、𝑃𝑃𝑖𝑖は家計の給付金受取額、𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑘𝑘 は週𝑡𝑡 − 𝑘𝑘

において支給されたときに１を取るダミー変数、𝑢𝑢𝑖𝑖は家計の固定効果、𝑢𝑢𝑡𝑡は週次ダミー、𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑡𝑡
は誤差項である。また、推計式上は、消費増加効果を計測する基準となる時点を Kanda et 
al. (2021) と同様に𝑘𝑘 = −1としたため、消費増加効果の計測期間外における消費水準の違

いを捉える𝑃𝑃𝑖𝑖 × 𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜も説明変数に加えている。また、消費増加効果の計測期間となる𝑘𝑘の範

囲は、−5 ≤ 𝑘𝑘 ≤ 10とし、支給５週前から 10 週後までの効果を測定する 32。 
図表２－２－２は、推計された消費増加効果を図示している 33。これによれば、Kaneda 

et al. (2021) と同様に、支給週を中心に有意に正の消費増加効果が確認でき、支給週から離

れるにつれて減衰していく様子が見て取れる。消費増加効果を推計期間内（支給５週前から

支給 10 週後まで）での累積の消費増加効果を確認すると、給付額の 22％程度と推計された

34。 
 

  

                                                   
したのは、持続化給付金と考えられる明細を除外するためである。 

32 分析に用いたサンプル数は約 4.2 万。推計期間は、2020 年３月 30 日の週から 11 月 30 日の週まで。家

計簿アプリデータを用いた分析については、以下同様。結果は付表４のとおり。 
33 (𝛾𝛾𝑘𝑘 − 𝛾𝛾𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜) × 𝑃𝑃𝑖𝑖は、支給𝑘𝑘週後における消費額が、給付がなかった場合と比べてどの程度上昇したかを示

すことから、支給𝑘𝑘週後における消費増加効果を給付額に対する割合で示すと、𝛾𝛾𝑘𝑘 − 𝛾𝛾𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜となる。なお、

Kaneda et al. (2021) においては、支給前週における消費増加効果が０となること（𝛾𝛾−1 = 0）を仮定し

て消費増加効果を推計しているが、本稿では計測期間外における消費増加効果が０となること（𝛾𝛾𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 = 0）
を仮定する代わりに支給前における消費増加効果を排除しないこととした。 

34 なお、Hattori et al. (2021) や Parker et al. (2022) を参考にしたＤＩＤによる分析も行った。定式化は

以下のとおりである。 

∆𝑐𝑐𝑖𝑖,𝑡𝑡 = �𝛽𝛽𝑘𝑘�𝑃𝑃𝑖𝑖 × 𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑘𝑘 �
𝑡𝑡

𝑘𝑘=𝑡𝑡

+ 𝑢𝑢𝑡𝑡 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑡𝑡 （２） 

  ここで、𝑐𝑐𝑖𝑖,𝑡𝑡は家計𝑖𝑖、週𝑡𝑡の消費支出（対数値）、∆𝑐𝑐𝑖𝑖,𝑡𝑡は消費支出の前年同週対数差分を示す。消費増加

効果の計測期間となる𝑘𝑘の範囲は、（１）式と同様に、−5 ≤ 𝑘𝑘 ≤ 10とした。被説明変数となる消費支出の

差分については、Hattori et al. (2021) などにおいては、対数化せずに単なる水準の階差を被説明変数と

していたが、本稿で対数をとることとした。これは、残りうる消費水準そのものの違いによる影響を可

能な限り軽減するためである。結果は付表４のとおり。 
  𝛽𝛽𝑘𝑘 × 𝑃𝑃𝑖𝑖が、支給𝑘𝑘週後における消費の前年同週比が、給付がなかった場合と比べてどの程度上昇したか

を示すことから、支給𝑘𝑘週後における消費増加効果を給付額に占める割合で示すと、𝛽𝛽𝑘𝑘 × 𝐶𝐶𝑖𝑖,𝑡𝑡となる。消

費増加効果は付図に示している。推計期間内（支給５週前から支給 10 週後まで）の累積消費増加効果は、

給付額の 12％程度と推計された。 
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（図表２－２－１ 特別定額給付金が支給された日別の分布） 

 
（備考）マネーツリー株式会社提供データを用いて作成。 

 
（図表２－２－２ 特別定額給付金の期間中の消費増加効果） 

 
（備考）マネーツリー株式会社提供データを用いて推計、作成。 

 

３．家計調査の調査票情報による結果との比較 

 
（家計調査の調査票情報による分析） 
家計簿アプリデータと異なり、公的統計である家計調査は、国勢調査を基にした標本設計

がなされており、我が国全体の動向を捉える代表性を有し、世帯員の属性、資産などの情報

を含む包括的な調査であるといえる。ここでは、家計調査の調査票情報（マイクロデータ）

を利用して、特別定額給付金による期間中の消費増加効果を検証することで、前節での分析
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結果の頑健性を確認する。分析に当たっては、二人以上世帯について月次のパネルデータを

構築した 35,36,37。 
まず、各サンプルについて給付金の支給状況を確認する。調査票情報では、収支分類別に

収入及び支出が集計されて記載されており、特別定額給付金が含まれる「その他の特別収入」

から支給月、世帯人員数から支給額を推定する 38。支給月を確認すると、2020 年６・7 月

におおむね集中していることがうかがえる（図表２－３－１）。他方、支給が記録上、明確

となったサンプルは全体の 23％程度 39に過ぎないことに留意が必要である。総務省による

集計では、2020 年５～８月にほぼ全ての世帯に対して支給が行われたことを踏まえると（図

表１－２－１（再掲））、記録漏れや適切に判定できなかったサンプルが多く発生している可

能性が考えられる。 
消費増加効果の計測に当たっては、（１）式と同様に、以下のような定式化を行った。 

𝐶𝐶𝑖𝑖,𝑡𝑡 = � 𝛾𝛾𝑘𝑘�𝑃𝑃𝑖𝑖 × 𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑘𝑘 �
𝑡𝑡

𝑘𝑘=𝑡𝑡
𝑘𝑘≠−1

+ 𝛾𝛾𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜�𝑃𝑃𝑖𝑖 × 𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜� + �𝛿𝛿𝑘𝑘

5

𝑙𝑙=2

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑙𝑙 + 𝑢𝑢𝑖𝑖 + 𝑢𝑢𝑡𝑡 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑡𝑡 （３） 

ここで、𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑙𝑙 は家計調査の対象世帯になってから𝑙𝑙カ月目に１を取るダミー変数である

40。消費増加効果の計測期間となる𝑘𝑘の範囲も家計簿アプリデータによる分析となるべく近

い、−1 ≤ 𝑘𝑘 ≤ 2とし、支給前月から２カ月後までの効果を測定する 41。 
図表２－３－２は、当該期間中の消費増加効果を図示しており、支給月を中心に消費増加

効果があったことがわかる 42。支給前月から支給２カ月後までの消費増加効果を足し合わ

せると、期間中の累積消費増加効果は、給付額の 17％程度と推計された。 
 

  

                                                   
35 分析の対象を二人以上世帯に限定したのは、同一の世帯における調査継続期間が二人上世帯では６カ月

であるのに対して、単身世帯は３カ月と短いため。このほか、収入、消費支出のサンプル内での分散が

上位 10％になったサンプルを除外した。 
36 パネルデータの構築に当たっては、宇南山（2008）の手法に倣った。 
37 今回家計調査の分析対象としたサンプルについては、2020 年の平均を確認すると、月々の消費支出は

24.3 万円、世帯年収は 587.2 万円であった。 
38 2020 年５～８月かつ、調査期間中でその他の特別収入が最も多かった月と、２番目に多かった月との差

額が世帯人員×10 万円以上になっていれば、最も多かった月を給付金受給月とし、世帯人員×10 万円を

支給額とする。 
39 2020 年５～８月の全てを６カ月間の調査継続期間中に含むサンプルの内、給付金の支給月の記録が明

確となったサンプルの割合を計算した。 
40 調査開始後、時間が経つにつれ、家計簿への記入傾向が変化することの影響を考慮するため。 
41 分析に利用したサンプル数は約 600。結果は付表５のとおり。なお、ここで（２）式のような定式化を

行わなかったのは、家計調査の調査継続期間が６カ月であり、（２）式のように前年同月対数差分を被説

明変数にできなかったため。 
42 （１）式と同様、(𝛾𝛾𝑘𝑘 − 𝛾𝛾𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜) × 𝑃𝑃𝑖𝑖は、支給𝑘𝑘週後における「消費額」が、給付がなかった場合と比べてど

の程度上昇したかを示すことから、支給𝑘𝑘週後における消費増加効果を給付額の割合で示すと、𝛾𝛾𝑘𝑘 − 𝛾𝛾𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜
となる。 
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（図表２－３－１ 特別定額給付金の支給月） 

 
（備考）総務省「家計調査」の調査票を内閣府にて集計して作成。 

 
（図表２－３－２ 特別定額給付金の期間中の消費増加効果） 

 
（備考）総務省「家計調査」の調査票を内閣府にて集計して推計、作成。 

 
（家計簿アプリデータによる結果の頑健性の検証） 
特別定額給付金による一定の期間中の消費増加効果について、それぞれのデータに基づ

く推計結果を比較すると、家計簿アプリデータによる結果が 22％程度、家計調査による結

果が 17％程度とおおむね同程度の結果が得られた。 
家計簿アプリデータには、若年層や高所得者へのサンプルの偏りがあるなど、適切な標本

設計に基づく家計調査等の公的統計と比較すると、サンプルの代表性などに課題がある可

能性はあるものの、こうした結果を踏まえれば、極端に異なる傾向が出ているとは考えづら

く、適切なサンプルの抽出などを行ったこともあって、政策効果の分析に利用可能といえる
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範囲の結果が得られたと考える。 
また、家計簿アプリデータには、データの特性として、給付金による一定期間内での消費

増加効果の計測に適した面もあった。給付金の効果を計測する上では支給のタイミングを

明確に特定することが重要であり、家計調査では収支分類ごとに集計された金額から「類推」

することが必要であったが、家計簿アプリデータでは、摘要欄の明細情報から、直接的に給

付のタイミングや金額をより高い精度で識別することが可能であった。このほか、家計調査

においては、同一世帯の調査継続期間の制約から二人以上世帯に対象を限定する必要があ

ったが、家計簿アプリデータは世帯属性を問わずパネルデータとして活用でき、こうした制

約には直面しない。さらに、リアルタイムで記録されるデータであるため、アンケート調査

で指摘されるような記入漏れ・記入忘れなどの課題もなく、そのまま利用可能なデータとし

て、収入や支出のタイミングや金額含めて随時記録されることになる。 
このように総じてみれば、家計簿アプリデータは、政策効果の分析として有用なデータで

あるといえよう。 
 
４．所得区分別の消費増加効果 

これまで、サンプル全体の平均的な推計結果を示してきたが、給付金の消費増加効果の大

きさは、一律ではなく、各世帯が直面する経済状況によって異なることが想定される 43。こ

のため、全体の平均ではなく、世帯の所得水準の違いを踏まえた消費増加効果の違いの有無

を確認する。世帯の所得水準の違いについては、世帯人員数の影響が考慮された等価所得 44

の水準によって対象サンプルを三つに分け、特別定額給付金に着目して、期間中の消費増加

効果を計測する 45,46。 
推計期間内における累積の消費増加効果は、等価所得が下位３分の１のグループで 32％

程度と有意に推計され、これまでみた全体平均の効果よりも明らかに高まっていることが

うかがえる（図表２－４－１）。なお、中位のグループでは 18％程度、上位３分の１のグル

ープでは 19％程度となったものの、有意な推計結果とならなかった 47。また、推計期間内

での消費増加効果の発現パターンも、所得区分によって違いがみられ、下位３分の１のグル

                                                   
43 我が国において給付金のＭＰＣを計測した先行研究においても、所得区分などによってＭＰＣが異なる

ことが報告されている。例えば、宇南山・原（2015）では、家計調査の調査票情報を用いて 2009 年の定

額給付金のＭＰＣを計測しており、流動性制約に直面している家計では、ＭＰＣが有意に計測された一

方、流動性制約に直面していない世帯は一時的な所得増加にほとんど反応しないことを報告している。

また、家計簿アプリデータを用いて特別定額給付金のＭＰＣを計測した Kaneda et al. (2021) において

も、流動性資産の少ない世帯や所得の低い世帯でＭＰＣが大きくなることを報告している。 
44 ここでは、年間収入を世帯人員の平方根で除して求めた所得を用いている。その年間収入は、家計簿ア

プリに記録された 2020 年度の収入、世帯人員は、特別定額給付金の受取額を 10 万（一人当たり給付額）

で除して求めた推定値。 
45 事業実施の都合上、本分析については属性付きデータセットを利用して行った。属性付きデータセット

については補論を参照。なお、サンプルを分割せずに消費増加効果を計測した場合、推計期間内におけ

る消費増加効果は約 29％程度となった（有意）。 
46 分析に利用したサンプル数は約 2,000。結果は付表６のとおり、 
47 p 値は、下位のグループで 0.3％、中位のグループで 14.7％、上位のグループで 26.4％。 
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ープは、給付を受けた週において、比較的顕著な消費増加効果が観察された。 
このように、全体平均ではなく、所得区分の違いを踏まえた効果を比較すれば、相対的に

所得の低い世帯では、とりわけ給付金の支給週を中心として比較的大きな消費増加効果が

確認された。中所得及び高所得の世帯に比べ、特に低所得の世帯においては、消費の一時的

な増加が明らかになり、生活の下支えに効果があった可能性がある。 
 

（図表２－４－１ 特別定額給付金の期間中の消費増加効果（所得区分別）） 
（１）推計期間内における消費増加効果 

 
（２）推計期間内における累積消費増加効果 

 
（備考）マネーツリー株式会社提供データを用いて推計、作成。なお、p 値は、下位のグループで 0.3％、

中位のグループで 14.7％、上位のグループで 26.4％。エラーバーは 90％信頼区間。  
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Ⅲ．終わりに 

 
１．主な分析結果のまとめ 

家計簿アプリデータは、家計の収入・支出がリアルタイムで自動的に「記録」されるビッ

グデータである。本稿は、これを用いて、特別定額給付金による一定期間での消費増加効果

を推計したものである。支給タイミングの違いによる消費の違いを抽出したところ、支給５

週間前から 10 週間後までの期間における累積消費増加効果は、給付額の 22％程度であっ

た。こうした結果は、先行研究において示されたものに近かった。 
推計された効果については、利用するデータや推計手法によって異なる可能性があり、必

ずしも同様な結果となるわけではなく、一定程度幅をもってみる必要がある。その上で、所

得区分別に特別定額給付金の消費増加効果を計測すると、等価尺度で評価して所得が低い

者においては、支給と同時に大きな消費増加効果が観察でき、給付金が低所得者の生活の下

支えに貢献していたことがうかがえた。 
さらに、本稿は、家計簿アプリデータによる分析結果の頑健性を見る観点から、公的統計

である家計調査の調査票情報を用いた分析、比較も行った。その結果、おおむね同様な結果

が示され、結果の頑健性が確認できた。 

家計簿アプリデータは、サンプルの偏りによる影響に留意が必要だが、ビッグデータであ

り豊富なサンプル数を確保できることのほか、利用者の動向を、週次など高い粒度で追える

パネルデータとして活用できる利便性があること、アンケート調査にはないリアルタイム

かつ決済ベースでの明細情報によって給付金などの政策効果の適切な判別にも役立てられ

ることなど、高い有用性の可能性が確認できたといえよう。 

いずれにしても、データの特性の分析、政策の効果の検証については、引き続き、様々な

データや手法を用いて、多面的に分析、検証が行われることが重要であり、今後の研究の蓄

積に期待したい。 
 
２．政策の効果分析への評価と今後の課題 

これまでみたとおり、特別定額給付金による、支給の５週間前から 10 週間後までの消費

増加効果は、給付額の 22％程度であった。この結果は、コロナ禍における給付金や過去に

行われた給付金について消費増加効果を計測した他の研究とおおむね同程度であった。今

回の給付金は、所得階層別に詳細にみれば、低所得世帯においてより効果が高かったことな

どの特徴もみられた。短期的に消費支出に回らなかった分は、世帯の所得・資産水準や年齢

階級などによって違いはあるものの、コロナ禍における行動規制も相俟って、超過貯蓄とし

て蓄積されたと考えられる。これらは、いずれは取り崩され、その後の必要経費への支出な
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ど、今後の消費支出を下支えする効果も期待される 48。 
また、本稿では、リアルタイムのビッグデータである家計簿アプリデータが、経済社会の

デジタル化が進展する中で、公的統計とは異なるデータにより、政策の効果を迅速かつ精緻

に分析するツールとして、また、アジャイル型の政策立案に資する重要なツールとして、活

用できる可能性を示した。そうしたデータの活用に当たっては、その特性を理解し、適切な

処理の方法について、今後も更なる検討、更新を行っていくことが重要である。コロナ禍に

おいて様々な政策がなされており、それらの効果を的確に検証することが求められている。

今後も、リアルタイムのビッグデータを用いた研究、分析が政府内外で盛んに行われ、デー

タに基づく政策決定がより一層広がっていくことが期待される。 

  

                                                   
48 内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2023）の第２章では、超過貯蓄が家計消費に及ぼす影響につい

て、その規模は限定的なものに止まる可能性が示唆されるものの、一定の下支え効果が期待されるとし

ている。 




